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　　　圏域市長会として、ビジネスマッチングなどの産業振興、プロモーションなどの観光振興、シンポジ

　　ウム開催などの環境保全等の共同事業を実施した。

　　（中海･宍道湖･大山圏域市長会、全国過疎地域自立促進連盟、島根県過疎地域対策協議会等への負担金）

   　 安来市が保持している公共データを広く活用していただくため、オープンデータサイトを公開した。

　　　国県等からの有効な補助事業・施策の情報提供や、国県への要望活動、他自治体への先駆的な政策に

　　対する視察研修を行った。（普通旅費、消耗品費、研修負担金）

○その他、総合的な調整に関わる指標

ワークショップの実施回数（回） 10 21 11

ワークショップの参加者数（人） 200 527 327

成果指標 目標値 実績値 差引

再生可能エネルギーの発電設備を付設した公共施設数 1 1 0

【その他事務費】 529,497円 0円 0円 0円 529,497円

【オープンデータ事業費】 561,380円 0円 0円 0円 561,380円

オープンデータダッシュボードサイトオープンデータカタログサイト

0 円

【広域連携事業】 5,644,480円 0円 0円 0円 5,644,480円

目
的

国県への要望活動、重要施策の連絡調整、
広域連携により、市の抱える行政課題の解
決を図る。決 算 額 6,735,357 円

財
源
内
訳

中事業 参画・協働の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 企画費 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

25,967,557 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 6,735,357 円

人件費コスト  B 2.6人役 19,232,200 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他

決算事項別明細書 P89

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 定住企画課

事業進捗度 － 企画費

予 算 額 7,299,000 円
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国10/10

【事業内容】

　中海・宍道湖・大山圏域市長会負担金

　　○中海・宍道湖・大山圏域ブランド化推進プロジェクト ～山陰まんなか共和国の挑戦～（観光振興）

　山陰いいものマルシェ、三大都市圏・海外へのプロモーション、フォトコンテストなどの観光振興

　の取り組みを実施した。

　　○中海・宍道湖・大山圏域のローカルToグローバルイノベーション推進プロジェクト（産業振興）

　山陰まんなか未来創造塾等の人材育成事業やインド経済交流などの産業振興の取り組みを実施した。

予 算 額 26,000,000 円

目
的

 本市を取り巻く中海・宍道湖・大山圏域
（安来市・松江市・米子市・出雲市・境港
市・鳥取県西部）の人口60万人維持を目標
に、地方創生加速化交付金（広域連携事
業）を活用し、圏域市長会が調整を図り、
地方版総合戦略を構成5市が一体となって
進めていく。

決 算 額 26,000,000 円

財
源
内
訳

国・県支出金 26,000,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 0 円

山陰いいものマルシェ（安来港） 真中監督の圏域PR大使任命

決算事項別明細書 P89

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 定住企画課

中事業 参画・協働の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 企画費 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

事業進捗度 － 企画費

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 26,000,000 円
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基金外

○地域文化･歴史記録保存事業、社会貢献活動事業（補助対象経費の1/3分以内で限度額1,000千円）

【コミュニティ施設整備支援事業】

○新築、改築（総事業費の1/3以内で限度額3,000千円）　 0件 0 千円

○改修、修繕（総事業費の1/3以内で限度額1,000千円） 7件 3,012 千円

【自治会代表者協議会事業】

島根原子力発電所視察研修並びに自主防災に関する研修会を開催し、災害発生時における被害軽減の

　　ための自主防災に対する意識の高揚と自主防災組織の重要性を確認した。

【広報紙等配布事業】

【ボランティア活動支援事業】

　　体の活動の支援と社会貢献活動の活性化を図った。

職員が出向き、行政の情報を発信した。

出前講座の参加者数（人） 1,000 969 △31

成果指標 目標値 実績値 差引

出前講座の実施回数（回） 30 31 1

【出前講座事業】 0円 0円 0円 0円 0円

1,214,266円 0円 0円 4,800円 1,209,466円

ボランティアフェスタを開催し、ボランティア団体ネットワークに加盟しているNPO法人や市民活動団

14,369,947円 0円 0円 752,016円 13,617,931円

自治会長に広報紙等の配布を依頼し、手数料を支払った。

成果指標 目標値 実績値 差引

自治会加入率（％） 85.42 84.17 △ 1.25

3,012,000円 0円 0円 3,000,000円 12,000円

2,335,651円 0円 0円 0円 2,335,651円

山佐ダム35周年記念「山美湖、歴史、交流」事業

平成28年度は、まちづくり事業１件、地域文化・歴史記録保存事業１件に補助金を交付し、市民（団体）

　　活動の支援をした。

○人づくり、まちづくり、文化振興他3事業（補助対象経費の2/3分以内で限度額1,000千円）

【地域トライアングル事業】 361,000円 0円 300,000円 0円 61,000円

総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

30,169,264 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 17,236,048 円

人件費コスト  B 1.2人役 8,876,400 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 過疎 300,000 円

そ　の　他 3,756,816 円

市民の主体的、創造的な活動の支援による
活力ある地域づくりの推進。
自治会相互の融和と市民福祉の向上。
行政と市民の情報の迅速なる伝達。
社会貢献活動の推進。

決 算 額 21,292,864 円

財
源
内
訳

決算事項別明細書 P95

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 市民参画課

事業進捗度 － 諸費

予 算 額 21,634,000 円

目
的

中事業 参画・協働の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 市民参画課諸費
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【事業内容】

　中央、地区交流センターの統括的管理を行った。

・損害賠償責任保険料

・消防用施設保守点検、防火対象物定期点検の委託

・島根県公民館連絡協議会負担金

・その他共通経費

人件費コスト  B 0.2人役 1,479,400 円 総事業費　　A+B 4,764,851 円

0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 3,285,451 円

予 算 額 4,046,000 円

目
的

中央交流センター及び地区交流センターの
共通する業務において入札契約等を包括的
に行う。決 算 額 3,285,451 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債

教育費

事業開始年度 平成28年度 社会教育費

事業進捗度 － 公民館費

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 地域振興課

中事業 地域コミュニティの育成
予
算
科
目

一般会計

小事業 公民館総務費

決算事項別明細書 P167



75

20 会計 01

15 款 10

項 05

目 03

A

使用料外

【事業内容】

　安来中央交流センター、広瀬中央交流センター、伯太中央交流センター（わかさ会館）の３館の管理事業委託、
施設設備保守等を行った。

31,464,545 円

一 般 財 源 24,434,522 円

人件費コスト  B 0.6人役 4,438,200 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 2,591,823 円

事業進捗度 － 公民館費

予 算 額 28,219,000 円

目
的

中央交流センターの維持管理を行い、生涯
学習の場を提供するとともに、地区交流セ
ンターの包括的支援を行う。決 算 額 27,026,345 円

財
源
内
訳

中事業 地域コミュニティの育成
予
算
科
目

一般会計

小事業 中央公民館管理費 教育費

事業開始年度 平成28年度 社会教育費

決算事項別明細書 P167

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 地域振興課
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A

基金外

【事業内容】

【人口対策事業】がんばる地域おこし支援事業

　（左：地域ビジョン作成支援事業、右：地域力醸成企画提案事業）事業費1,195,791円

集落支援員の配置（人） 4 2 △ 2

成果指標 目標値 実績値 差引

地域ビジョン作成支援事業実施館数 5 2 △ 3

成果指標 目標値 実績値 差引

交流センターでの「地域づくり」に関する講座開催数（回） 24 18 △ 6

成果指標 目標値 実績値 差引

　地区交流センターの施設維持管理及び事業を各交流センターに委託し、地域住民を対象とした学習会・講演会の
開催、地域の資源や人材を活用した地域振興事業、青少年育成事業、文化活動等、多彩な活動を通じて地域の活性
化を図った。併せて施設の修繕や備品の整備を行った。

162,299,868 円

一 般 財 源 133,240,781 円

人件費コスト  B 1.7人役 12,574,900 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 過疎 13,000,000 円

そ　の　他 3,484,187 円

事業進捗度 － 公民館費

予 算 額 152,855,000 円

目
的

地域コミュニティの中核である地区交流セ
ンターを中心に、地域振興事業や社会教育
活動を通じて地域力の醸成を図る。決 算 額 149,724,968 円

財
源
内
訳

中事業 地域コミュニティの育成
予
算
科
目

一般会計

小事業 地区公民館管理費 教育費

事業開始年度 平成28年度 社会教育費

決算事項別明細書 P169

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 地域振興課
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【事業内容】

決算事項別明細書 P169

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 地域振興課

中事業 地域コミュニティの育成
予
算
科
目

一般会計

小事業 地区公民館管理費 教育費

事業開始年度 平成28年度 社会教育費

事業進捗度 － 公民館費

予 算 額 2,000,000 円

目
的

市内の森林資源の有効活用と、冬場の光熱
費のコストダウンを図る。

決 算 額 1,971,117 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 1,971,117 円

薪ストーブ（山佐交流センター）

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 1,971,117 円

　薪ストーブを導入することで、地域内で薪を調達する仕組みづくりや薪割体験などによる異世代間交流、ストー
ブの炎を囲んでの交流など、様々な事業展開が考えられ、地域づくりにつながった。
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A

【事業内容】

　広瀬中央交流センターの消防設備点検において指摘されていた排煙ダンパー作動不良について整備工事を行っ
た。

1,657,700 円

一 般 財 源 918,000 円

人件費コスト  B 0.1人役 739,700 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 公民館費

予 算 額 1,000,000 円

目
的

中央交流センター施設の整備により、市民
に快適な利用の場を提供する。

決 算 額 918,000 円

財
源
内
訳

中事業 地域コミュニティの育成
予
算
科
目

一般会計

小事業 中央公民館整備費 教育費

事業開始年度 平成28年度 社会教育費

決算事項別明細書 P169

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 地域振興課
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A

基金

【事業内容】

　地区交流センターの施設設備の整備を行った。

　・大塚交流センター空調機器更新工事 円

　・飯梨交流センター手摺設置工事 円

　・赤江交流センター排水設備工事 円

　・赤江交流センター排水設備工事に伴う汚泥処理 円

　・社日交流センター炊事場改善工事 円

　・吉田交流センターフェンス設置工事 円

合計 円

2,494,800

118,800

4,381,300

61,300

410,400

270,000

1,026,000

5,121,000 円

一 般 財 源 381,300 円

人件費コスト  B 0.1人役 739,700 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 4,000,000 円

事業進捗度 － 公民館費

予 算 額 5,000,000 円

目
的

地区交流センター施設の施設整備により、
市民に快適な利用の場を提供する。

決 算 額 4,381,300 円

財
源
内
訳

中事業 地域コミュニティの育成
予
算
科
目

一般会計

小事業 地区公民館整備費 教育費

事業開始年度 平成28年度 社会教育費

決算事項別明細書 P169

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 地域振興課
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A

県

人権・同和問題解決に向けて人権擁護委員等と連携し、啓発事業を実施した。

人権擁護委員による特設人権相談所を開設し、相談事業を実施した。 

全日本同和会安来支部による、学習会・研修会開催等の活動を支援した。

　 県の委託事業により「人権の花運動」、「人権・同和教育講演会」を実施した。

・ 人権の花運動の実施。（市内小学校５校：社日小・能義小・飯梨小・布部小・安田小）

・ 人権・同和教育研修会の開催。（市内中学校２校：安来第三中学校、広瀬中学校）

　 「特定非営利活動法人青少年サポ－トの会」に業務を委託し、悩みや問題を抱える青少年及び

保護者を対象とした相談事業、広報事業等を実施した。

男女共同参画を推進するため、各種の講演会、研修会、講座等を実施した。

人権・同和教育研修会（安来第三中学校） 男女共同参画講演会チラシ

男女共同参画に関する講座等の実施回数（回） 30 21 △ 9

市の審議会等への女性の参画率（％） 40.0 22.9 　△17.1

成果指標 目標値 実績値 差引

男女共同参画の視点に立った学習会等を開催している地域自主組織（組織） 24 12 △12

【男女共同参画推進事業】 98,635円 0円 0円 0円 98,635円

【青少年専従サポ－ト事業】 500,000円 0円 0円 0円 500,000円

【地域人権啓発活動活性化事業】 507,159円 385,000円 0円 0円 122,159円

【人権施策推進事業】 1,267,857円 0円 0円 0円 1,267,857円

6,072,151 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 1,988,651 円

人件費コスト  B 0.5人役 3,698,500 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 385,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 社会福祉総務費

予 算 額 2,527,000 円

目
的

人権に係わる諸課題の解決・解消に向け、
各種諸機関、団体等との連携を図りなが
ら、人権・同和問題に対する理解と認識を
高めるための啓発事業の推進と、男女共同
参画社会の実現に向けた啓発活動を推進す
る。

決 算 額 2,373,651 円

財
源
内
訳

中事業 人権尊重・男女共同参画・平和行政の推進

予
算
科
目

一般会計

小事業 人権施策推進費 民生費

事業開始年度 平成28年度 社会福祉費

決算事項別明細書 P109

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 人権施策推進課
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30 会計 01

15 款 03

項 01

目 01

A

国3/4

諸収入

【事業内容】

　社会福祉法に基づき、生活環境等の安定向上を図ることが必要とされる地域及びその周辺地域の

住民に対し、福祉の向上や住民交流を図るため、大塚ふれあいセンター（隣保館）を拠点に活動を

実施した。

　また、生活相談員２名による、地域住民の生活相談を実施した。

■職員体制 館長１名、指導職員１名、事務補助員１名、生活相談員２名

■主な活動及び開催回数

・ 人権・同和問題に関する地区内学習会 1 回 延べ 23 名

・ 心をつなぐ学ぶ会 2 回 延べ 34 名

・ 生活相談員の会（連絡会） 11 回 延べ 61 名

・ 子育てふれあい教室（ひまわり教室） 6 回 延べ 151 名

・ 進路保障連絡会 3 回 延べ 38 名

・ 教室活動（活花・民謡踊り・手芸・健康体操・パソコン等） 149 回 延べ 587 名

・ 貸館（町内会・同和会・保育図書等）　 99 回 延べ 676 名

　 人権学習会 子育てふれあい教室（子ども生け花教室）

9,829,720 円

一 般 財 源 1,889,260 円

人件費コスト  B 0.5人役 3,698,500 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 4,235,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 6,960 円

事業進捗度 － 社会福祉総務費

予 算 額 6,291,000 円

目
的

社会福祉事業法に基づく施設として、生活
改善を図る等の活動を持続的に進めると同
時に、人権・同和問題に対する理解と認識
を高めるための、交流、啓発事業を行う。

決 算 額 6,131,220 円

財
源
内
訳

中事業 人権尊重・男女共同参画・平和行政の推進

予
算
科
目

一般会計

小事業 隣保館費 民生費

事業開始年度 平成28年度 社会福祉費

決算事項別明細書 P109

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 人権施策推進課
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30 会計 01

20 款 10

項 05

目 07

A

諸収入

【事業内容】

■ 人権・同和教育指導講師派遣

指導講師２名を配置し、各地区交流センター、各種団体、自治会、企業等が実施する研修会へ派遣し、

同和問題をはじめとする様々な人権問題の解決に向け、啓発活動を行った。

○派遣回数 42 回

○参加者数 延べ 人

■ 安来市人権・同和教育推進協議会委託事業

安来市人権・同和教育推進協議会を組織し、同和問題をはじめとする様々な人権問題の解決をめざし、

各種の人権教育研修会や啓発活動を実施した。

○部会構成 団体部会、行政部会、企業部会、地域部会、学校・保育部会 計５部会

○委員数 80 名

○主な活動内容

・ 講演会、広報活動、ビデオフォ－ラム開催、自主活動グル－プの活動支援等を実施。

・ 人権フェスティバル「つなげて未来や2016inひろせ」の開催。

１．日程・会場 平成２８年１２月４日（日） 広瀬中央交流センター

２．来場者数 約４００人

３．内　　容 少年の主張、前川裕美さん公演会、ミニコンサート、啓発コーナー　他

指導講師による人権学習会

「生活自立支援のための講座」等を開催している地域自主組織（組織） 6 7 1

1,433

成果指標 目標値 実績値 差引

「人権フェスティバル」チラシ

14,512,270 円

一 般 財 源 6,359,706 円

人件費コスト  B 1.1人役 8,136,700 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 15,864 円

事業進捗度 － 人権同和教育費

予 算 額 6,449,000 円

目
的

人権・同和問題の早期解決、解消に向け、
啓発活動等を通じて、市民の人権意識の高
揚を図る。決 算 額 6,375,570 円

財
源
内
訳

中事業 人権尊重・男女共同参画・平和行政の推進

予
算
科
目

一般会計

小事業 人権同和教育総務費 教育費

事業開始年度 平成28年度 社会教育費

決算事項別明細書 P173

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 人権施策推進課



75

40 会計 01

01 款 01

項 01

目 01

A

　「安来市議会の議員の報酬及び費用弁償等に関する条例」に基づく報酬及び期末手当を支給し、

「地方公務員等共済組合法」に基づく共済費を負担。

　 4月1日～10月3日 20人分　（平成26年12月24日議員1人辞職）

10月4日～10月16日 19人分　（平成28年10月3日議員1人辞職）

10月17日～3月31日 21人分　（平成28年10月16日の補欠選挙で2人当選）

月額　　議長　413,000円　　　副議長　370,000円　　　議員　343,000円

 6月期　　報酬月額 × 加算率 1.4 ×支給率 1.45 ×  20名

12月期①  報酬月額 × 加算率 1.4 ×支給率 1.5  ×  19名

12月期②  報酬月額 × 加算率 1.4 ×支給率 1.5  ×  30/100（在職期間に応じた割合） × 2名

　　事務負担金　13,000円 × 21名　（人数はH28.4.1現在の議員定数）

　　共済負担金　340,000円（標準報酬月額） × 41.0/100 × 12月 × 20名　

(人数はH28.4.1現在の議員数）

【議員共済会負担金】 33,729,000円 0円 0円 0円 33,729,000円

【議員手当等】 28,444,290円 0円 0円 0円 28,444,290円

【議員報酬】 85,231,665円 0円 0円 0円 85,231,665円

一般財源

人件費コスト  B 0.1人役 739,700 円 総事業費　　A+B 148,144,655 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 147,404,955 円

予 算 額 147,406,000 円

目
的

議決機関の適正な運営を図るとともに、議
員及びその遺族の生活の安定に資する。

決 算 額 147,404,955 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債

議会費

事業開始年度 平成28年度 議会費

事業進捗度 － 議会費

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 議会事務局

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 議員報酬及び手当等

決算事項別明細書 P83
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40 会計 01

20 款 01

項 01

目 01

A

【会議録等調製業務】

　 地方自治法123条第1項及び安来市議会会議規則に基づき、会議録を作成保存することによって、

　　議会の内容を「公文書」として正確に残し、会議経過を知るための書類とする。市民、その他の者

　　の閲覧（公開）に供するとともに、ホームページにも掲載。

　　

【議会活動広報事業】

議会だよりを全世帯に配布。（年４回）

各定例会の一般質問等をケーブルテレビで生中継及び録画放送を行った。

 6,9,12月定例会　市長所信表明（録画のみ）、一般質問

 3月定例会　市長施政方針（録画のみ）、会派代表質問、一般質問

【議会運営事務等】

【政務活動費助成事業】

地方自治法第100条第14項から第16項まで及び安来市議会政務活動費の交付に関する条例

　　及び規則の規定に基づき、安来市議会議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として

　　政務活動費を交付。

 交付総額 4,826,096 円

 精算による戻入額 58,269 円

 決算額 = 交付総額 - 戻入額

 = 4,767,827 円

7,425,546円 0円 0円 0円 7,425,546円

4,767,827円 0円 0円 0円 4,767,827円

3,179,520円 0円 0円 0円 3,179,520円

2,427,840円 0円 0円 0円 2,427,840円

46,649,033 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 17,800,733 円

人件費コスト  B 3.9人役 28,848,300 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 議会費

予 算 額 20,388,000 円

目
的

本会議審議・委員会審査等を通し、「自立
と共助のまちづくり」へ向けた市政の運営
と、議員の調査・研究活動や議長会等関係
団体における諸活動により、本市の発展と
市民福祉の向上を図る。

決 算 額 17,800,733 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 議会費 議会費

事業開始年度 平成28年度 議会費

決算事項別明細書 P83

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 議会事務局
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40 会計 01

22 款 02

項 01

目 01

A

諸収入

　（旅費）

　（交際費、負担金等）

【全国市長会、島根県市長会等への負担により、関係自治体・機関の連絡調整、各種情報収集】

4,954,904円 0円 0円 0円 4,954,904円

4,174,710円 0円 0円 5円 4,174,705円

【全国市長会各種会議、東京・近畿安来会への出席、姉妹都市大韓民国密陽市への訪問など】

32,800,014 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 9,129,609 円

人件費コスト  B 3.2人役 23,670,400 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 5 円

事業進捗度 － 一般管理費

予 算 額 10,909,000 円

目
的

市長、副市長が職務に専念する環境を整え
るとともに、他の都市等との連携により市
政運営を円滑に進める。決 算 額 9,129,614 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 秘書課一般管理費 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

決算事項別明細書 P85

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 秘書課

山陰都市連携協議会総会
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40 会計 01

24 款 02

項 01

目 01

A

基金外

【総合案内業務】

嘱託職員3人体制で総合案内、電話の取次ぎ業務を行った。

受付件数

【郵送業務】

効果的な郵便物の管理に努め、郵便割引制度を活用することで経費の削減に努めた。

【顧問弁護士業務】

顧問弁護士委託料及び弁護士報酬

【通信管理業務】

TV等受信料など

【指定管理者選定審議会業務】

指定管理者選定審議会に係る委員報酬

【平和都市宣言関連業務】

【その他】

消耗品、固定資産評価審査委員報酬など

平成26年に「非核平和都市宣言」が制定されたことから、世界の恒久平和を祈念し「平和のつどい実行委員
会」を設置し、加納美術館・布部交流センターを中心に、「平和のつどいの日」を定め、平和に関する資料
展、戦争体験発表、小学生の平和への願いの朗読等セレモニーを開催した。
また、戦後フィリピンの日本人捕虜の助命嘆願を続けた加納莞蕾と特赦を与えたキリノ大統領、それ以降日
本とフィリピンは国交を回復し、相互に信頼できる国として交流を深めており、今年10月に加納美術館玄関
前に友情、友好を称え恒久平和を希求する「平和友好の記念碑」が建立され、キリノ大統領の子孫等関係者
を招き除幕式を行った。

89,964円 0円 0円 0円 89,964円

38,400円 0円 0円 0円 38,400円

2,502,000円 0円 0円 2,000,000円 502,000円

346,416円 0円 0円 0円 346,416円

16,122,644円 0円 0円 1,086,414円 15,036,230円

1,806,491円 0円 0円 0円 1,806,491円

12,337 51 12,804 53

年計 1日平均 年計 1日平均

総合案内 電話受付

5,894,493円 0円 0円 20,496円 5,873,997

一般財源

人件費コスト  B 2.1人役 15,533,700 円 総事業費　　A+B 42,334,108 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

0 円

そ　の　他 3,106,910 円

一 般 財 源 23,693,498 円

予 算 額 28,740,000 円

目
的

市の事務事業を効率的に行う。

決 算 額 26,800,408 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債

総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

事業進捗度 － 一般管理費

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 総務課

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 総務課一般管理費

決算事項別明細書 P85
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40 会計 01

26 款 02

項 01

目 01

A

【事業内容】

・島根県市町村職員互助会負担金 円

・島根県市町村総合事務組合負担金　 円

経常負担金（均等割10%　人口割90%）

・旅費　 円

各部に係る旅費

1,454,993

324,680

3,162,656

9,380,529 円

一 般 財 源 4,942,329 円

人件費コスト  B 0.6人役 4,438,200 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 一般管理費

予 算 額 5,148,000 円

目
的

島根県市町村互助会負担金及び島根県市町
村総合事務組合負担金

決 算 額 4,942,329 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 人事課一般管理費 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

決算事項別明細書 P85

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 人事課
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40 会計 01

28 款 02

項 01

目 01

A

諸収入

職員の資質向上、スキルアップのため各種研修を実施した。

・職員研修（内部） 受講者 679 名

・島根県自治研修所 受講者 122 名

・日本経営協会（ＮＯＭＡ） 受講者 23 名

・島根県市町村総合事務組合研修 受講者 16 名

受講者 1 名

受講者 1 名

・その他専門研修 受講者 29 名

職員に対する適正な給与の支払い、人員配置、健康診断など福利厚生事業を実施した。

・嘱託職員報酬等 (産業医除く報酬、社保） 円

・育休代替臨時雇賃金等 (賃金、社保） 円

・職員採用試験 円

・職員健康診断等 円

・人事給与システム改修 円

・その他（職員互助会負担金、地方公務員災害補償基金負担金等） 円9,226,010

56,580,616円

15,991,873

22,218,608

394,200

7,722,102

1,944,000

・国際文化研修所

・市町村アカデミー

【人事給与・福利厚生】 57,496,793円 0円 0円 916,177円

【職員研修】 6,044,047円 0円 0円 2,427,000円 3,617,047円

一般財源

人件費コスト  B 5.6人役 41,423,200 円 総事業費　　A+B 104,964,040 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

0 円

そ　の　他 3,343,177 円

一 般 財 源 60,197,663 円

予 算 額 67,993,000 円

目
的

職員の育成と資質の向上を図り、業務遂行
能力を高める。
職員の健康管理及び職場の環境改善等安全
衛生に推進を図る。

決 算 額 63,540,840 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債

総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

事業進捗度 － 一般管理費

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 人事課

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 職員管理費

決算事項別明細書 P85
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40 会計 01

30 款 02

項 01

目 02

A

広報やすぎを毎月発行（ｗｅｂ版・点字版含む）

新聞やWEBなどの広告媒体を活用し、安来市の行政情報を紹介した。

メールマガジンは毎週一回配信し、安来市の旬の情報をいち早く周知した。また、市外の

安来市出身者に対してふるさとの情報を提供した。また、CATVを活用した情報提供を行った。

メールによる情報配信

【電子媒体による市政情報の発信】 1,148,000円 0円 0円 0円 1,148,000円

広報やすぎ

【市政情報の発信】 1,596,640円 0円 0円 0円 1,596,640円

地方紙企画広告

【広報紙の発行】 12,546,653円 0円 0円 0円 12,546,653円

30,824,993 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 15,291,293 円

人件費コスト  B 2.1人役 15,533,700 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 文書広報費

予 算 額 15,520,000 円

目
的

市民に対し市政の方針・施策内容・各種事
業を説明し、市政の円滑な運営を図る。実
施にあたっては広聴事業と関連付けながら
進める。また、各種施策を効果的に進める
ため、メディア等を活用して市の魅力を広
域的にＰＲする。

決 算 額 15,291,293 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 広報広聴費 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

決算事項別明細書 P85

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 秘書課



75

40 会計 01

32 款 02

項 01

目 02

A

諸収入

・例規執務サポートシステム使用料

・例規執務サポートシステムデータ更新委託料

・法制執務支援業務委託料　　　　　

文書管理のルールに基づく公文書の年度処理を行った。

消耗品、書籍加除、追録など

75

40 会計 01

34 款 02

項 01

目 02

A

諸収入

【事業内容】

安来市情報公開条例及び安来市個人情報保護条例に基づき、適切に事務処理を行った。

○安来市個人情報保護審議会の開催

・委員6人（10月までは9人）

・開催回数　2回

1,569,000 円

一 般 財 源 82,945 円

人件費コスト  B 0.2人役 1,479,400 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 6,655 円

事業進捗度 － 文書広報費

予 算 額 221,000 円

目
的

一層開かれた市政を実現するために情報公
開制度と個人情報保護制度の適正な取扱い
を行う。決 算 額 89,600 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 情報公開費 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

336,556円

決算事項別明細書 P85

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 総務課

・文書廃棄手数料

【その他】 370,556円 0円 0円 34,000円

【文書管理】 216,335円 0円 0円 0円 216,335円

全職員が、例規・法令に基づく適切な事務を執行できるよう、例規閲覧・検索システムの定期的更新、法令
改廃情報の提供、例規改廃の審査及び進行管理を行った。

【法制執務】 3,551,040円 0円 0円 0円 3,551,040円

16,712,831 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 4,103,931 円

人件費コスト  B 1.7人役 12,574,900 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 34,000 円

事業進捗度 － 文書広報費

予 算 額 4,426,000 円

目
的

適切な法制執務の執行と市例規の公開を行
う。また、効率的な公文書の管理を行う。

決 算 額 4,137,931 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 文書管理費 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

決算事項別明細書 P85

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 総務課
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40 会計 01

36 款 02

項 01

目 03

A

当初予算や補正予算の編成事務、及び予算書、説明書、概要書の作成等を行った。

地方財政状況調査（決算統計）に関する事務、主要施策の成果説明書を作成した。

予算編成、行財政運営関連の研修会などに参加し、情報収集と業務遂行能力の育成を図った。

普通交付税及び特別交付税の基礎数値の調査・集計・算定・分析業務などを行った。

○平成28年度収入額 普通交付税　　　 8,097,899千円

特別交付税 1,125,373千円

起債申請、借入、起債管理、償還業務などを行った。

○平成28年度市債発行額 7,643,300千円

公共施設に関するデータの洗い出し、分析、基本方針及び計画の策定を行っている。

第3次行政改革大綱の進捗管理、行政改革審議会の開催、補助金の見直し等を行った。

【公共施設マネジメントに関すること】 199,620円 0円 0円 0円 199,620円

中長期財政見通し、公会計(財務４表)、地方公共団体財政健全化法などに関する業務や、財政数値の分析等
を行った。

【行財政改革に関すること】 258,400円 0円 0円 0円 258,400円

【行財政計画等に関すること】 4,317,830円 0円 0円 0円 4,317,830円

【市債に関すること】 90,360円 0円 0円 0円 90,360円

【地方交付税に関すること】 123,720円 0円 0円 0円 123,720円

【予算編成及び決算業務】 2,658,031円 0円 0円 0円 2,658,031円

66,084,261 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 7,647,961 円

人件費コスト  B 7.9人役 58,436,300 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 財政管理費

予 算 額 8,414,000 円

目
的

継続的な情報収集を行いつつ、中長期的な
視点に立った中期財政見通しを策し、これ
を予算編成及び管理に反映させ効果的な財
政運営に努める。

決 算 額 7,647,961 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 財政管理費 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

決算事項別明細書 P87

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 財政課
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40 会計 01

38 款 02

項 01

目 04

A

【事業内容】

　現金の出納及び保管、有価証券の出納及び保管、一時借入金・歳計外現金の運用を適正に行った。

・共済費 円 臨時雇社会保険料

・賃金 円 臨時雇賃金

・旅費 円 研修会参加旅費

・需用費 円 決算書印刷、消耗品等

・役務費 円 ファームバンキング通信料、指定金融機関事務手数料

公金総合保険料等

・使用料及び賃借料 円 公共料金明細サービス使用料等

・備品購入費 円 業務用端末一式

・負担金補助及び交付金 円 研修会参加負担金

166,850

226,741

107,887

31,320

32,490

752,354

112,393

697,600

35,414,135 円

一 般 財 源 2,127,635 円

人件費コスト  B 4.5人役 33,286,500 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 会計管理費

予 算 額 2,209,000 円

目
的

公金の安全な管理および収納・支払いの会
計事務を適正に行う。

決 算 額 2,127,635 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 会計管理費 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

決算事項別明細書 P87

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 会計課



75

40 会計 01

40 款 02

項 01

目 05

A

諸収入

【事業内容】

車両の管理及び運行に関する業務を行った。

・嘱託職員雇用による車両運転と事務補助　　　                          　       5,984,367円　　

・車両の維持管理（車検整備、修繕、燃料費他）　　　                   　       29,958,217円

・車両の借上げ（リース）　　　　　　　　　　　                                 2,797,776円

・車両の運行、交通安全に関する業務（旅費、有料道路、車借上げ、安管協会費他）　 1,526,184円

・車両の新規購入(普通乗用車1台、軽貨物自動車3台）　　　      　　　　　　　  　5,397,034円

・マイクロバス運転業務委託料　　　　　　　　　                                   648,756円

・公用電気自動車共同利用事業　　　　　　　　　　                                 205,044円

人件費コスト  B 1.0人役 7,397,000 円 総事業費　　A+B 53,914,378 円

0 円

そ　の　他 31,224 円

一 般 財 源 46,486,154 円

予 算 額 49,068,000 円

目
的

安来庁舎・広瀬庁舎・伯太庁舎・健康福祉
センターの公用車を管理し事務の効率化、
経費の削減を図る。決 算 額 46,517,378 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債

総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

事業進捗度 － 財産管理費

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 管財課

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 車輌管理費

決算事項別明細書 P87
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40 会計 01

44 款 02

項 01

目 05

A

諸収入外

【事業内容】

　　　物品、市有物件、庁舎の一元的管理に関する業務及び適正な入札契約事務を行った。

　　　また、資産の有効活用により土地売払いの促進を行った。

　　　○嘱託、臨時職員等の雇用による庁舎、市有地等の管理　　　　　　　　　4,969,225円

　　　○安来庁舎等及び物品の管理                                         33,934,100円

　　　　・安来庁舎維持運営                 28,824,276円

　　　　・各庁舎施設及び設備維持管理費      1,522,400円

　　　　・各庁舎、備品等修繕費              1,128,492円

　　　　・庁用器具等管理料　　                622,388円

　　　　・庁用器具費                        　710,320円

　　　　・庁用器具借上げ                    1,126,224円

　　　○市有地及び市有物件の管理                                         15,994,980円

　　　　・市有財産の維持修繕                　 97,740円

　　　　・建物総合損害共済基金分担金        4,774,272円

　　　　・市民総合賠償補償保険                533,505円

　　　　・公有敷地の借上げ                  7,525,688円

　　　　・登記情報提供業務利用                 85,703円

　　　　・測量委託料　　　　        　 　　 1,446,973円

　　　　・財産管理委託料　　　　        　 　 299,160円

　　　　・下水道受益者負担金　　　　        1,231,939円

　　　○工事実績、設計業務実績等の情報システムの利用経費                     54,000円

　　　　・工事実績情報システム使用料

　　　　・測量調査設計業務実績情報サービス使用料

　　　　・公共建築設計情報システム使用料

　　　○電子調達システムによる入札                  　　　　　 　         2,305,968円

　　　　・電子調達システム負担金

103,119,673 円

一 般 財 源 49,211,215 円

人件費コスト  B 6.2人役 45,861,400 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 8,047,058 円

事業進捗度 － 財産管理費

予 算 額 62,192,000 円

目
的

快適な庁舎利用の提供。備品、公有財産の
管理を一元化することにより事務の効率
化、適正化を図る。並びに入札契約事務に
係る情報管理。

決 算 額 57,258,273 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 財産管理費 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

決算事項別明細書 P87

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 管財課
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40 会計 01

45 款 02

項 01

目 06

A

基金外

　昨年度開設した定住サポートセンターにおいて、住まい、仕事、生活などの情報を一元的に収

集、提供し定住相談から支援、アフターフォローまでワンストップで行った。併せて、情報発信

のツールとして安来市定住支援サイト「やすぎぐらし」を作成した。また、県外での各種定住フ

ェアにおいて情報発信と相談業務を行った。

　空き家バンク登録事業や、お試し住宅の利用促進を行い移住者の増加を図った。また、従来か

らの空き屋改修助成、民間住宅の家賃の一部助成に加え、住宅取得（100万円）を基本とし、UI

ターン者、三世代世帯、子育て世帯、地域木材使用などに加算する方式の新たな住宅助成を新設

し、定住の促進と市民の人口流出の抑制を図った。

　○定住推進支援事業補助金

　　①新築または取得：100万円（その他加算あり、最大160万円）

　　②増改築：対象経費の1/3（上限30万円または50万円）

　　③家賃助成：上限1～2万円/月（最大36ヶ月）

差引実績値目標値成果指標

空き家バンク登録住宅の活用件数(件） 10 2 △ 8

成果指標 目標値 実績値 差引

住宅支援の補助件数（件） 120 182 62

【居住支援事業】 112,917,333円 0円 0円 30,015,200円 82,902,133円

地域おこし協力隊制度による移住者（人） 3 2 △ 1

相談窓口を通じた移住者数（人） 126 100 △ 26

求職・求人ポータルサイト「中海圏域就職ナビ」
「中海圏域ワークネット」など登録事業所数（社）

35 39 4

【定住サポートセンター事業】 9,668,364円 0円 7,500,000円 15,960円 2,152,404円

145,715,740 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 87,042,080 円

人件費コスト  B 2.5人役 18,492,500 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 過疎 9,300,000 円

そ　の　他 30,881,160 円

事業進捗度 － 企画費

予 算 額 134,581,000 円

目
的

定住を推進することにより、居住人口の増
加や少子化対策、空き家の有効活用等、地
域の活性化を図る。決 算 額 127,223,240 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 定住推進費 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

決算事項別明細書 P89

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 定住企画課

安来市定住支援サイト「やすぎぐらし」UIターンフェアの様子（東京会場）



　　・セミナー・出会いイベント事業

　中海・宍道湖・大山圏域の12自治体合同婚活イベントを9月に2回開催し、2会場で178名の参加

があり22組のカップルが誕生した。また、市単独で婚活イベントを3回開催し、延べ95名の参加が

あり計20組のカップル誕生となった。

　圏域合同婚活イベント 安来市婚活イベント

　　・結婚相談事業

　縁結び相談「はぴこ交流サロン」を毎月開催し、46名（男性37名・女性9名）に利用していた

だき、利用者へお見合いのセッティングや婚活イベントを紹介した。

支援(12件)した。 （補助率：対象経費の2/3以内　上限：20万円）

　米（大国主大神）から鉄（金屋子神）へ伝承事業

　 　総合戦略を計画的に推進するため、有識者・関係機関・市民で構成する創生総合戦略会議を2回

開催し、検証・検討を行った。

　また、まちづくりの第一人者である山崎亮氏を講師に迎え、「地方創生講演会」を2月5日に広

瀬中央交流センターで開催し、248人が参加し自立的で活力ある地域地域づくりについて意識醸成

を図った。

  地域の活力ある集落・地域づくりを進めるため、地域元気いきいき補助金を交付し、地域の活性化を

【総合戦略推進事業】 1,524,164円 0円 0円 850,000円 674,164円

【元気いきいき補助事業】 2,335,000円 0円 1,800,000円 0円 535,000円

成果指標 目標値 実績値 差引

「はぴこ」の支援を通じた成婚数（組） 10 1 △ 9

【結婚支援事業】 778,379円 600,000円 0円 0円 178,379円



【繰越明許】
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40 会計 01

45 款 02

項 01

目 06

A

国10/10

　従来からの空き屋改修助成、民間住宅の家賃の一部助成に加え、住宅取得（100万円）を基本と

し、UIターン者、三世代世帯、子育て世帯、地域木材使用などに加算する方式の新たな住宅助成

を新設し、定住の促進と市民の人口流出の抑制を図った。

　○定住推進支援事業補助金

　　①新築または取得：100万円（その他加算あり、最大160万円）

　　②増改築：対象経費の1/3（上限30万円または50万円）

　 　安来市の情報発信力の向上と、高校生のふるさと教育、電子商取引のノウハウの学習を目的に、

島根県立情報科学高校と協同で、安来市ふるさと寄付のＰＲ及び返礼品掲載ページの作成を楽天

株式会社の協力のもと行った。

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 定住推進費 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

決算事項別明細書 P89

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 定住企画課

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 6,234,662 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

384,662円 0円 0円 0円 384,662円

【居住支援事業】 5,850,000円 5,850,000円 0円 0円 0円

事業進捗度 － 企画費

予 算 額 16,000,000 円

目
的

定住を推進することにより、居住人口の増
加や少子化対策、空き家の有効活用等、地
域の活性化を図る。決 算 額 6,234,662 円

財
源
内
訳

国・県支出金 5,850,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 384,662 円

ふるさと教育（やすぎどじょうセンター） ふるさと教育（株式会社小林電気）

【ふるさと商品開発事業】
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40 会計 01

46 款 02

項 01

目 06

A

国

基金

・ 事業計画等作成業務委託料（新安来庁舎備品整備計画・移転計画等策定業務）

・ 庁舎建設設計業務委託料（安来庁舎敷地造成修正設計業務）

・ 工事監理委託料（安来庁舎建設工事監理業務）

・ 工事請負費（安来庁舎建設工事）

・ 敷地借上料

・ 事務費

合計

安来庁舎建設工事進捗状況（平成29年3月）

・ 設計業務委託料（防災棟建設設計業務ほか）

・ 調査委託料（防災棟建設地質調査業務）

・ 工事請負費（県道交差点改良工事ほか）

・ 補償費（水道管移転補償）

・ 事務費

合計

20,175,480円

6,471,360円

17,877,240円

6,903,823円

637,204円

52,065,107円

2,091,600円

5,034,336円

1,742,516,336円

【防災公園整備事業】 52,065,107円 9,100,000円 40,300,000円 0円 2,665,107円

防災公園完成イメージ

15,433,000円

1,714,147,000円

2,570,400円

3,240,000円

【安来庁舎建設事業】 1,742,516,336円 111,022,000円 1,538,900,000円 88,000,000円 4,594,336円

1,824,169,443 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 7,259,443 円

人件費コスト  B 4.0人役 29,588,000 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 120,122,000 円

地　方　債 合併 1,579,200,000 円

そ　の　他 88,000,000 円

事業進捗度 58% 企画費

予 算 額 1,795,984,000 円

目
的

新庁舎を建設することによって、より良い
住民サービスの提供を図る。
市民会館跡地を災害時の避難場所として平
時は市民交流スペースとして整備を行う。

決 算 額 1,794,581,443 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 庁舎建設事業費 総務費

事業開始年度 平成21年度 総務管理費

決算事項別明細書 P89

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 庁舎建設室

議場南面 北面



75

40 会計 01

48 款 02

項 01

目 07

A

諸収入外

報酬・共済費・賃金・需要費・役務費・委託料・使用料・工事請負費・備品購入費・負担金

庁舎の維持・管理等（町民会館を含む）

委託先　安来市社会福祉協議会

　　　○活動実績　　月山山頂部オープニングイベント

　　　　　　　    　パネルディスカッション　　　　　　　　　　　　　オープニングウオーク

支援(12件)した。 （補助率：対象経費の2/3以内　上限：20万円）

　　　　  　　　うな民クラブ(宇波のゆずでジャム作り)　  　　　広瀬町文化協会（月山富田城月見の宴）

地域の活力ある集落・地域づくりを進めるため、地域元気いきいき補助金を交付し、地域の活性化を

大河ドラマ山中鹿介の放映実現を目指した活動を展開し、安来市のPRを行った。

【元気いきいき補助金】 2,182,000円 0円 1,500,000円 0円 682,000円

【大河ドラマ山中鹿介放映実現推進事業負担金】 500,000円 0円 0円 0円 500,000円

利用者数（顕彰館を利用した人） 700 370 △330

成果指標 目標値 実績値 差引

【広瀬町名誉町民顕彰館指定管理委託料】 710,000円 0円 0円 0円 710,000円

利用者数（広瀬町民会館を利用した人） 3,500 2,166 △1,334

成果指標 目標値 実績値 差引

【庁舎管理業務等】 17,049,627円 0円 0円 617,161円 16,432,466円

70,741,227 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 18,324,466 円

人件費コスト  B 6.8人役 50,299,600 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 過疎 1,500,000 円

そ　の　他 617,161 円

事業進捗度 － 地域センター費

予 算 額 22,809,000 円

目
的

広瀬庁舎・広瀬町民会館・名誉町民顕彰館
の施設管理を行う。
各交流センターと連携し、広瀬地区の振興
を担う。

決 算 額 20,441,627 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 地域センター費（広瀬） 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

決算事項別明細書 P91

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 広瀬地域センター
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40 会計 01

50 款 02

項 01

目 07

A

諸収入

　・伯太庁舎及び奥野邸の管理、宿日直管理、防災無線の放送及び管理、公用車の安全運転管理、文書

　　郵便物収受発送 (報酬、共済費、賃金、旅費、交際費、需用費、役務費、委託料、使用料及び貸借料、

　　原材料費、負担金補助及び交付金）

　・伯太中央交流センター及び４地区交流センターへの訪問（週１回及び随時）

　・交流センタ－事業支援

【地域元気いきいき補助金】

　・地域の活力ある集落・地域づくりを進めるため、地域元気いきいき補助金を交付し、地域の活性化を

　　支援(3件)した。 （補助率：対象経費の2/3以内　上限：20万円）

【窓口業務】

　・市民課業務（住民異動届、住民票交付、戸籍届出受理、戸籍等の交付印鑑証明及び登録等）

　・保険年金課業務（各種医療及び年金の異動届と申請受付）

　・税務課業務（各種証明書及び地籍図等の交付）

　・福祉課業務（児童手当及び障害者福祉関係、臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金の申請受付）

　・介護保険課業務（介護保険等の申請受付）

　・市民参画課業務（イエローバス定期・回数券販売）

　・子ども未来課業務（母子手帳交付、保育所に関する申請受付）

　・いきいき健康課業務（検診・インフルエンザ・肺炎球菌免除等申請受付）

  ・環境政策課（クリ－ンアップ申請受付、収集カレンダ－及びゴミ袋の交付）

　・地域振興課（なかうみマラソン参加申し込みの受付）

伯太スタジアム30周年記念事業　野球教室

483,000円 0円 300,000円 0円 183,000円

    すやま納涼祭  　

【管理業務】 23,033,816円 0円 0円 332,397円 22,701,419円

67,898,816 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 22,884,419 円

人件費コスト  B 6.0人役 44,382,000 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 過疎 300,000 円

そ　の　他 332,397 円

事業進捗度 － 地域センター費

予 算 額 25,713,000 円

目
的

伯太庁舎・奥野邸の管理及びワンストップ
サービスを目指した窓口業務の実施。地域
を支援し、活力ある集落・地域づくりのた
めの地域振興を行う。

決 算 額 23,516,816 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 地域センター費（伯太） 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

決算事項別明細書 P91

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 伯太地域センター
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40 会計 01

52 款 02

項 01

目 10

A

【事業内容】

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置要求に関すること なし

職員に対する不利益な処分についての不服申立てに関すること なし

上記の外、職員の苦情の処理に関すること なし

職員団体の登録に関すること 1件

公平委員会を偶数月を基本に開催した。また、地方公務員法第8条第2項並びに安来市公平委員会設置

条例に定める業務の遂行のため、積極的に研修会に参加し、研鑽、情報収集を行った。

全国公平委員会連合会中国支部定例総会　広島県府中市　　　4人

全国公平委員会連合会本部研究会　　　　東京都港区三田　　3人

全国公平委員会連合会通常総会　　　　　東京都港区三田　　3人

島根県公平委員会連合会総会　　　　　　松江市　　　　　　5人

2,358,360 円

一 般 財 源 878,960 円

人件費コスト  B 0.2人役 1,479,400 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 公平委員会費

予 算 額 951,000 円

目
的

職員の勤務条件に関する措置の要求及び職
員に対する不利益処分を審査し、並びにこ
れについて必要な措置を講ずることにより
円滑な人事行政に資する。

決 算 額 878,960 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 公平委員会費 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

決算事項別明細書 P93

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 公平委員会
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40 会計 01

56 款 02

項 01

目 12

A

【事業内容】

　納付済みの市税について、調定年度を経過して更正等が行われ過誤納が発生した場合に還付を行った。

○過誤納還付金

還付件数497件 還付金額10,533,369円

【内　訳】

・法人市民税 78件 3,584,250円

・固定資産税 119件 1,606,400円

・市県民税 212件 4,087,000円

・軽自動車税 12件 54,100円

・株式譲渡分 76件 1,201,619円

17,930,369 円

一 般 財 源 10,533,369 円

人件費コスト  B 1.0人役 7,397,000 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 諸費

予 算 額 11,000,000 円

目
的

市税について過誤納が発生時に敏速に還付
することにより、納税者に対して公平な納
税に努める。決 算 額 10,533,369 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 納税課諸費 総務費

事業開始年度 平成28年度 総務管理費

決算事項別明細書 P95

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 税務課
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40 会計 01

60 款 02

項 02

目 01

A

手数料外

【事業内容】

○事業費の内訳

　共済費

　賃金

　報償費

　旅費

　需用費

　役務費

　委託料

台帳管理システム保守委託料

電算業務委託料

不動産鑑定委託料

地籍図修正委託料

時点修正鑑定委託料

路線価等付設業務委託料

　使用料及び賃借料

確定申告会場借上料　他

家屋評価システムリース料

　器具費

　負担金補助及び交付金

計 30,094,417

4,320,000

2,084,918

1,080,338

1,004,580

231,988

754,406

19,282,513

712,800

3,207,986

8,537,400

1,479,600

1,024,727

8,248

778,700

80,000

223,360

2,910,060

3,740,224

(単位：円)

　市税６税目（個人及び法人市民税・固定資産税・軽自動車税・市たばこ税・入湯税）に関して課税
資料収集及び調査を行い、公平かつ適正な課税を決定することにより自主財源である税収の確保に努
めることができた。

163,980,117 円

一 般 財 源 27,286,009 円

人件費コスト  B 18.1人役 133,885,700 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 2,808,408 円

事業進捗度 － 税務総務費

予 算 額 31,353,000 円

目
的

市税の公平かつ適正な課税による税収の確
保を目的とする。

決 算 額 30,094,417 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 税務総務費 総務費

事業開始年度 平成28年度 徴税費

決算事項別明細書 P97

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 税務課
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40 会計 01

62 款 02

項 02

目 02

A

手数料外

【事業内容】

○支出実績

支出合計 9,780,976円

【内訳】

・共済費 社会保険料

・報酬 嘱託収納員報酬

・旅費 普通旅費

・需用費 消耗品費

印刷製本費

・役務費 通信運搬費

手数料

滞納処分手数料

・負担金補助及び交付金 各種研修会負担金

○収入実績

・市　税

現年度分 滞納繰越分

調定額 調定額

収入額 収入額

不納欠損額 不納欠損額

未納額 未納額

収納率 収納率

・国民健康保険税

現年度分 滞納繰越分

調定額 調定額

収入額 収入額

不納欠損額 不納欠損額

未納額 未納額

収納率 収納率

市税収納率（現年分）（％） 98.96 99.33 0.37

国民健康保険税収納率（現年分）（％） 97.00 96.03 △ 0.97

96.03% 17.09%

成果指標 目標値 実績値 差引

815,297,400円 24,672,434円

0円 15,568,150円

33,717,938円 104,146,689円

33,733,259円 109,800,143円

99.33% 23.36%

849,015,338円 144,387,273円

79,500円

5,043,572,131円 170,797,290円

5,009,579,165円 39,892,378円

259,707円 21,104,769円

337,130円

248,589円

2,296,463円

3,229,000円

1,547,264円

32,638円

269,192円

1,741,200円

61,559,976 円

一 般 財 源 6,103,316 円

人件費コスト  B 7.0人役 51,779,000 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 3,677,660 円

事業進捗度 － 賦課徴収費

予 算 額 10,042,000 円

目
的

滞納税の早期納付を図るために徴収対策を
実施する。

決 算 額 9,780,976 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 賦課徴収費 総務費

事業開始年度 平成28年度 徴税費

決算事項別明細書 P99

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 税務課
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40 会計 01

64 款 02

項 03

目 01

A

国10/10

手数料外

   ・戸籍除籍発行件数　13,682件　　・その他証明件数　655件

   ・住基証明書発行件数　17,376件　　　・住民基本台帳閲覧件数　403件　

   ・印鑑登録件数　1,234件　　・印鑑登録証明発行件数　10,279件

   ・臨時運行許可件数　299件

【住民基本台帳業務】 6,211,360円 0円 0円 5,332,846円 878,514円

【戸籍業務】 9,678,779円 47,394円 0円 8,262,450円

【一般旅券（パスポート）申請業務】 50,000円 0円 0円 0円 50,000円

【印鑑登録及び印鑑登録証明書の交付業務】 4,022,883円 0円 0円 3,453,900円 568,983円

【中長期在留者居住地届出等業務】 180,534円 155,000円 0円 0円 25,534円

【自動車臨時運行許可業務】 261,192円 0円 0円 224,250円 36,942円

   ・旅券（パスポート）交付件数　499件

1,368,935円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

73,600,548 円

    市民課は、窓口対応の質が問われる部署であることから、常に「来庁者の満足度」を意識しながら、窓口
  対応・業務を行った。戸籍・住民票・印鑑の登録や証明など慎重な作業と確認を徹底し、処理の正確性を確
　保した。
　  分庁方式による市民の利便を図るため行っている他課業務についても、関係各課と連携しながら円滑な取
  次を行った。
　  また、マイナンバーカードに関する広報活動、休日交付窓口の実施、写真撮影サービスなど行い、取得率
  向上に努めた。

一 般 財 源 2,928,908 円

人件費コスト  B 6.9人役 51,039,300 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 2,163,394 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 17,468,946 円

事業進捗度 － 戸籍住民基本台帳費

予 算 額 26,045,000 円

目
的

戸籍事務、住民基本台帳事務、印鑑登録証
明事務を主体とし、住民及び本籍人に関
し、正確に記録・管理をするとともに適正
な公開（証明発行）を行う。また、権限に
より旅券の交付申請を行う。

決 算 額 22,561,248 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 戸籍住民基本台帳費 総務費

事業開始年度 平成28年度 戸籍住民基本台帳費

決算事項別明細書 P99

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 市民課



   ・個人番号カード交付件数　2,821件（平成28年度末交付総件数　3,688件）

   ・個人番号通知カード再発行件数　383件　　　・個人番号カード再交付件数　5件

　※翌年度繰越額　3,119,000円

○本市の状況

○事業費内訳

計 22,561,248円

委託料 235,872円

使用料及び賃借料 8,842,608円

負担金 12,000円

旅費 241,280円

需用費 1,812,846円

役務費 22,048円

報酬費 8,308,900円

共済費 1,530,194円

賃金 1,555,500円

世帯数（3月31日現在、外国人含む） 14,239世帯 14,180世帯 59

節 平成28年度決算額

区分 28年度 27年度 比較

人口（3月31日現在、外国人含む） 39,723人 40,187人 △464

【個人番号カード交付事業】 2,156,500円 1,961,000円 0円 195,500円 0円



【繰越明許】
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40 会計 01

64 款 02

項 03

目 01

A

国10/10

【事業内容】

      平成27年度の個人番号制度導入により、個人番号カードの申請受付、交付事務を開始した。

　    個人番号カード事業の費用については年度ごとの交付枚数に応じて国が決定した額を市町村が負担。国は

    その費用を個人番号カード交付事業補助金として市町村に交付する。

　　　平成27年度は初年度であり、国全体として交付申請も想定より少なかったことから、年度内の執行、完了

　　が困難となり、繰越事業となった。

【事業名称】

【個人番号カード交付事業】

　 ・個人番号カード交付件数　867件（平成27年度）

事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

6,355,000円 6,130,000円 0円 0円 225,000円

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 6,355,000 円

平成28年度 戸籍住民基本台帳費

事業進捗度 － 戸籍住民基本台帳費

予 算 額 9,689,000 円

目
的

個々の申請により発行された個人番号カー
ドを市町村窓口にて交付する。

決 算 額 6,355,000 円

財
源
内
訳

国・県支出金 6,130,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 225,000 円

決算事項別明細書 P99

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 市民課

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 戸籍住民基本台帳費 総務費

事業開始年度
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40 会計 01

66 款 02

項 04

目 01

A

県

【事業内容】

選挙管理委員会定例会(毎月1回を基本）11回及び臨時会（随時）を5回開会。

　選挙人名簿の登録、抹消、選挙の管理執行に係る事項の決定。

選挙人名簿定時登録（年4回）6月、9月、12月、3月（委員会にて決議後、県に報告）

　定時登録の縦覧期間5日間（各定時登録月の3日から7日）

各種研修会等

　島根県市選挙管理委員会連合会定期総会(4月）　（大田市　5人出席）

　全国市区選挙管理委員会連合会中国支部定期総会（5月）　（呉市　3人出席）

　全国市区選挙管理委員会連合会定期総会・事務研修会（6月）　（東京都　3人出席）

　　各総会・研修会にて公職選挙法等の実務上の問題点を共有し、改正・要望事項等を取りまとめ

　　改善を求めている。また、総務省等からの回答の報告がある。

　島根県市選挙管理委員会連合会幹事会・選挙事務研修会（12月）　（雲南市　3人出席）

2,352,926 円

一 般 財 源 1,593,798 円

人件費コスト  B 0.1人役 739,700 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 19,428 円

地　方　債 0 円

そ　の　他

事業進捗度 － 選挙管理委員会費

予 算 額 1,617,000 円

目
的

各種の選挙に関し、公平中立な監理執行を
任務とし、選挙管理委員会の適正な運営を
図る、また、市民の選挙に関する関心を高
める。

決 算 額 1,613,226 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 選挙管理委員会費 総務費

事業開始年度 平成28年度 選挙費

決算事項別明細書 P101

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 選挙管理委員会
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40 会計 01

69 款 02

項 04

目 02

A

県定額

諸収入

【事業内容】

選挙事由　　　　　　　　　平成28年7月25日任期満了

選挙期日　　　　　　　　　平成28年7月10日

選挙期日の公示日　　　　　平成28年6月22日

投票所数　　　　　　　　　33箇所

ポスター掲示場数　　　　　200箇所

期日前投票所数　　　　　　3箇所（安来中央交流センター、広瀬庁舎、伯太庁舎）

期日前投票期間　　　　　　6月23日～7月9日（広瀬庁舎、伯太庁舎は7月3日から9日の7日間開設）

当日有権者数　　　　　　　34,148人（在外含む）

投票率　選挙区選挙　　　　63.97％

　　　　比例代表選出　　　63.97％

27,843,399 円

一 般 財 源 979,191 円

人件費コスト  B 0.8人役 5,917,600 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 20,945,698 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 910 円

事業進捗度 － 参議院議員選挙執行費

予 算 額 21,936,000 円

目
的

第24回参議院議員通常選挙の公平中立な管
理執行を行う。

決 算 額 21,925,799 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 参議院議員選挙執行費　 総務費

事業開始年度 平成28年度 選挙費

決算事項別明細書 P101

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 選挙管理委員会
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40 会計 01

74 款 02

項 04

目 03

A

【事業内容】

選挙事由　　　　　　　　　平成28年10月23日任期満了

選挙期日　　　　　　　　　平成28年10月16日

選挙期日の告示日　　　　　平成28年10月9日

投票所数　　　　　　　　　33箇所

ポスター掲示場数　　　　　200箇所

期日前投票所数　　　　　　3箇所（安来中央交流センター、広瀬庁舎、伯太庁舎）

期日前投票期間　　　　　　10月10日～10月15日

当日有権者数　　　　　　　33,792人

投票者数　　　　　　　　　19,380人（うち期日前投票者数3,639人、不在者投票者数300人）

投票率　　　　　　　　　　57.35％（合併後最低の投票率）

安来市民体育館で21：05から開票が開始され、22：15には開票（選挙会）が終了した。

市長選挙開票結果　 　  　 近藤宏樹　　　　　　12,562票（当選）

       葉田しげよし　　　　6,586票

       無効票　　　　　　　232票

市議会議員補欠選挙

欠員２名による市議会議員補欠選挙は、市長選挙と同じ日程で予定されたが、三島しずお、

向田さとし（届け出順）、２名の立候補だったので、無投票となった。

27,844,655 円

一 般 財 源 20,447,655 円

人件費コスト  B 1.0人役 7,397,000 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 市長・市議会議員（補欠）選挙執行費

予 算 額 20,459,000 円

目
的

安来市長・市議会議員（補欠）選挙の公平
中立な管理執行を行う。

決 算 額 20,447,655 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 市長・市議会議員（補欠）選挙執行費　 総務費

事業開始年度 平成28年度 選挙費

決算事項別明細書 P103

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 選挙管理委員会
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40 会計 01

75 款 02

項 04

目 04

A

県定額

【事業内容】

選挙事由　　　　　　　　　平成28年8月7日任期満了

選挙期日　　　　　　　　　平成28年8月3日

選挙期日の告示日　　　　　平成28年7月25日

投票所数　　　　　　　　　1箇所

ポスター掲示場　　　　　　なし

選挙すべき委員の定数９を候補者として届出のあった数が超えなかったので無投票となった。

841,007 円

一 般 財 源 0 円

人件費コスト  B 0.1人役 739,700 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 101,307 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 島根海区漁業調整委員

予 算 額 102,000 円

目
的

島根海区漁業調整委員会委員選挙の公平中
立な管理執行を行う。

決 算 額 101,307 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 島根海区漁業調整委員会委員選挙執行費 総務費

事業開始年度 平成28年度 選挙費

決算事項別明細書 P105

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 選挙管理委員会
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40 会計 01

80 款 02

項 05

目 01

A

県定額

諸収入

【島根県統計調査員協議会事業】

統計調査員の恒常的な確保と調査員の資質向上のため、安来市統計調査員協議会を組織し、

研修会等を行った。

・常任統計調査員　22人（任期　平成27年4月1日～平成29年3月31日）

・研修会開催　（4月、視察研修等）

・各種会議の出席（島根県統計大会等）

【統計調査員確保対策事業】

統計調査員の確保とその実務知識の向上を図った。

・統計だより発行

33,600円 33,600円 0円 0円 0円

162,800円 0円 0円 3,400円 159,400円

2,415,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 159,400 円

人件費コスト  B 0.3人役 2,219,100 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 33,600 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 3,400 円

事業進捗度 － 統計調査総務費

予 算 額 234,000 円

目
的

各種統計調査の調査員の確保、統計調査員
資質の向上、統計調査員組織の充実。

決 算 額 196,400 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 統計調査総務費 総務費

事業開始年度 平成28年度 統計調査費

決算事項別明細書 P105

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 総務課
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40 会計 01

82 款 02

項 05

目 02

A

県定額

事業所・企業の活動状態を明らかにするもの。

事業所・企業の基本的構造を明らかにする調査の準備を行った。

製造業の実態を明らかにする調査を平成29年度に実施するための準備経費。

【平成28年工業統計調査】 4,520円 4,520円 0円 0円 0円

【平成28年経済センサス調査区管理】 7,800円 7,800円 0円 0円 0円

【平成28年経済センサス活動調査】 2,091,000円 2,091,000円 0円 0円 0円

12,459,120 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 0 円

人件費コスト  B 1.4人役 10,355,800 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 2,103,320 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 基幹統計調査費

予 算 額 2,106,000 円

目
的

各種統計調査などの円滑な実施。

決 算 額 2,103,320 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 基幹統計調査費 総務費

事業開始年度 平成28年度 統計調査費

決算事項別明細書 P105

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 総務課
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40 会計 01

84 款 02

項 06

目 01

A

【事業内容】

地方自治法第199条各項により、安来市監査委員条例に定める監査等を実施した。

例月出納検査

　一般会計及び特別会計、水道事業会計、病院事業会計を対象に毎月実施した。

　島根県後期高齢者医療広域連合の出納検査も毎月実施した。

定期監査

　農林振興課、農林整備課、商工観光課、土木課、都市政策課、下水道課、教育総務課、

　学校教育課、給食教育課、文化課を対象に実施した。

　島根県後期高齢者医療広域連合の定期監査も実施した。

決算審査

　各会計の決算書その他関係諸表の計数の正確性を検証するとともに、予算の執行叉は事業の

　経営が適性かつ合理的に行われているかどうかを主眼において実施した。

　島根県後期高齢者医療広域連合の一般会計及び特別会計の決算審査も実施した。

決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の審査

　実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率等の健全化判断比率を審査

　した。また、病院事業会計、水道事業会計、簡易水道事業特別会計、下水道事業特別会計、電

　気事業特別会計の資金不足比率を審査した。

16,371,588 円

一 般 財 源 3,056,988 円

人件費コスト  B 1.8人役 13,314,600 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 監査委員費

予 算 額 3,074,000 円

目
的

地方公共団体の財務に関する事務の執行及
び経営に係る事業の管理について監査し、
行政の公正で効率的な運営を図ることに資
する。

決 算 額 3,056,988 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 監査委員費 総務費

事業開始年度 平成28年度 監査委員費

決算事項別明細書 P107

大事業 参画・協働・行財政 担当部署 監査委員事務局
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40 会計 01

86 款 06

項 01

目 01

A

国

手数料外

【事業内容】

○農業委員　36名（報酬　13,354,000 円）　

・受給権者数（平成29年3月31日現在） ・被保険者数（平成29年3月31日現在）

　

伯太 79

合計 425

安来 263 安来市 7

広瀬 83

農 地 の 売 買 に 係 る あ っ せ ん 等 0 0

○地域農業と農業経営の基礎となる優良農地を守り、農地の権利移動についての許認可や農地転用の業務を
中心とした農地行政が行なわれた。
　また、農地パトロールを実施し転用、畑転換等の箇所を調査し、その実態の把握に努めるなど充実した活
動がなされた。

○農業者年金業務委託を独立行政法人農業者年金基金と締結し加入対象者への制度の周知・普及、受給者の
現況届・各種届事務等を実施し農業者年金制度を通じ農業者の老後の生活安定に寄与した。

地域 受給権者数（人） 被保険者数（人）

１ ８ 条 解 約 81 2,963

農 業 経 営 基 盤 強 化 利 用 集 積 等 1,203 12,867

５ 条 市 街 化 調 整 区 域 内 転 用 51 428

非 農 地 証 明 5 113

４ 条 市 街 化 調 整 区 域 内 転 用 6 82

５ 条 市 街 化 区 域 内 転 用 23 163

３ 条 使 用 貸 借 権 設 定 0 0

４ 条 市 街 化 区 域 内 転 用 1 2

３ 条 賃 借 権 設 定 8 157

３ 条 賃 借 権 移 転 0 0

３ 条 所 有 権 移 転 52 1,343

○農業委員会の業務の中心である農業生産（食）の基盤である優良農地を守り有効利用するために12回の総
会を開催し以下の案件を法律に定められた規定により審議、決定した。

申請件名 件数 面積（ａ）

41,278,777 円

一 般 財 源 13,359,398 円

人件費コスト  B 3.0人役 22,191,000 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 5,039,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 689,379 円

事業進捗度 － 農業委員会費

予 算 額 19,214,000 円

目
的

食料自給率向上のための優良農地を確保
し、次世代に継承する。
認定農業者や集落営農組織、法人経営体等
担い手を確保し農地の利用集積を含む経理
確立に向けた支援を行う。
市街化地域、中山間地域等実態に応じた農
業及び農村の振興対策を行う。
農業者年金制度を通じて農業者の社会的地
位向上と老後の生活安定に寄与する。

決 算 額 19,087,777 円

財
源
内
訳

中事業 行政経営の推進
予
算
科
目

一般会計

小事業 農業委員会費 農林水産業費

事業開始年度 平成28年度 農業費
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